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第１部 総 則

１ 計画の方針

(1) 計画の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）の規定、青梅市地域防

災計画にもとづき、第１１支会地区防災対策委員会の災害予防活動、災害応急対策に

関して必要な事項を定め、もって、地域住民の生命、身体および財産を災害から守る

ことを目的とする。

(2) 計画の構成

この計画は、次の５部の構成とする。

第１部 総則

第２部 災害予防計画

第３部 震災応急対策計画

第４部 風水害応急対策計画

第５部 資料

(3) 計画の修正

この計画は、毎年検討を加え、災害対策基本法の改正や青梅市地域防災計画の修正

があった場合、その他必要があると認める場合は、これを修正する。

２ 関係団体の業務大綱

機 関 名 業 務 の 大 綱

今井市民センター

・青梅市災害対策本部との連絡調整に関すること。

・管内の被害に関する情報の収集、伝達に関すること。

・避難行動要支援者支援に関すること。

第１１支会地区防災対策

委員会

・第１１支会地区防災対策委員会の運営に関すること。

・第１１支会地区防災計画の策定・修正に関すること。

・被害に関する情報の収集、伝達に関すること。

・各自治会との情報連絡に関すること。

・災害時要配慮者支援に関すること。

自治会連合会第１１支会

・管内の被害実態の把握および各種情報の収集、伝達に関

すること。

・各自治会との連絡調整に関すること。

・避難所の開設および運営に関すること。
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３ 第１１支会地区の概要

第１１支会地区（藤橋、今井）は、青梅市の東端に位置し、面積は約５.６k ㎡である。

地区のほぼ中央には、荒川水系に属する霞川が流れ、流路の両側には低地が広がって

いる。また、北側には霞丘陵が広がり、麓には家屋が点在している。一方、南側は台地

になっており、畑地として利用されてきたが、今は住宅地として開発が進んできており、

さらに今井４丁目地内において区画整理事業による物流施設の整備も進められている。

自然災害が危惧されるところとしては、霞川北側の急傾斜地等における土砂災害、霞

川流域、矢端川流域、今井３丁目地域の大雨時の水害、また、立川断層による直下型地

震による震災などである。

なお、令和７年１月１日現在の人口は１０，６４９人（藤橋地区：３，６１３人、

今井地区：７，０３６人）、世帯数は５，２７６世帯（藤橋地区：１，７０５世帯、今井

地区：３，５７１世帯）である。

機 関 名 業 務 の 大 綱

消防団第３分団

・水火災の防ぎょに関すること。

・人命の救助および救護に関すること。

・避難勧告等の伝達および避難誘導に関すること。

・その他消防および水防に関すること。

まとい会霞東支部
・地域の被害状況の収集および応急措置に関すること。

・消防団員の活動に対する支援に関すること。

今井駐在所

・被害実態の把握と各種情報の収集に関すること。

・被災者の避難・誘導に関すること。

・交通の規制に関すること。

・公共の安全と秩序の維持に関すること。

交通安全協会第１５支部
・交通の誘導の補助に関すること。

・住民の避難・誘導に関すること。

民生・児童委員
・災害時要配慮者の支援に関すること。

・高齢者や障害者の安否確認に関すること。

青梅女性防火・防災の会

第１１支部

・避難所の開設・運営に関すること。

・避難民に対する炊き出しに関すること。

防災士 ・地域防災活動の企画、指導、助言に関すること。

市立藤橋小学校
・児童の避難・誘導および安全教育に関すること。

・避難所の開設・運営に関すること。
市立今井小学校

市立新町小学校

市立第三中学校 ・生徒の避難・誘導および安全教育に関すること

・避難場所の開設に関すること。市立新町中学校
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第２部 災害予防計画

１ 災害に強い地区づくり

(1) 災害に強い体制づくり

災害に強い地区づくりのため、平時からの体制を構築する（例：下図）。

(2) 震災に強い地域づくり

ア 建物の耐震化

第１１支会地区内の旧耐震基準で建設された建物の所有者に対しては、青梅市の

耐震に関する補助事業を活用しての耐震診断および耐震補強工事の推進を通して、

建物の耐震化率の向上を図るものとする。

第１１支会地区管内公共施設の耐震化の状況

（青梅市耐震改修促進計画：令和３年度）

施 設 名 構 造 延べ床面積（㎡）

今井市民センター本館 鉄筋コンクリート造２階建 ７７５

今井市民センター体育館 鉄骨造１階建 ８９８
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上記建物は、すべて耐震性あり

イ 家具等の転倒・落下等の防止対策の推進

地震発生時の人的被害の多くは、室内における家具類等の転倒・落下等によって

生じていることから、負傷者を減少させ、負傷の程度を軽くし、地震後の出火防止

や地域での救出・救護活動を迅速に行うことができるようにするため、家具等の転

倒・落下等の防止対策の推進を図る。

ウ 各家庭における出火防止等の対策

大地震等において、出火防止等の徹底を図るため、日ごろ各家庭において次の事

項を推進する。

(ア) 住宅用火災警報器の点検、消火器の設置、風呂の水の汲み置き

(イ) 火気使用設備、器具の点検およびその周辺の整理整頓

(ウ) 可燃性危険物の管理の徹底

(エ) 家具等の転倒防止措置

(オ) ブロック塀の転倒防止措置

(カ) 飲料水、食料品等の備蓄

エ 防災訓練の実施

大地震等の発生に備え、地域住民、自主防災組織等の緊密な協力体制づくりの推

進を図るとともに、情報の収集・伝達、初期消火、避難等が迅速かつ的確に行動で

きるよう防災訓練を実施する。

また、「自分たちの街は自分たちで守る」という防災意識の高揚を図るため、広報

等により防災訓練への積極的な参加を促すととともに、訓練内容の充実を図る。

施 設 名 構 造 延べ床面積（㎡）

市立藤橋小学校校舎 鉄筋コンクリート造４階建 ５，０３１

市立藤橋小学校屋内運動場 鉄骨造２階建 ９３６

市立今井小学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ５，８５７

市立今井小学校屋内運動場 鉄骨造２階建 ９９６

学校給食センター藤橋調理場 鉄骨造２階建 ２，６５５

自立センター就労支援事業所 鉄筋コンクリート造２階建 １，７６７

自立センター生活介護事業所 鉄筋コンクリート造２階建 １，５２４

共同利用工場Ａ棟 鉄骨造１階建 ６４４

共同利用工場Ｂ棟 鉄骨造１階建 ８４２
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(3) 風水害に強い地域づくり

ア 土砂災害対策の推進

土砂災害のおそれのある区域について、危険の周知、警戒避難体制の整備を行う。

第１１支会管内土砂災害警戒区域等の指定状況 （令和５年３月末現在、単位：箇所数）

※ がけ崩れや土石流などの土砂災害の恐れのある区域を「土砂災害警戒区域」、また、

土砂災害警戒区域のうち建築物に損壊が生じ、住民に著しい危害が生じる恐れがあ

る区域を「土砂災害特別警戒区域」として指定している。

イ 警戒避難体制の整備

土砂災害に関しては、警戒区域ごとに情報の収集および伝達、予報または警報の

発令および伝達、避難、救助その他当該警戒区域における土砂災害を防止するため

に必要な警戒避難体制に関する事項について事前に定めておく。

ウ 浸水対策の推進

令和２年度に東京都都市型水害対策連絡会が主体となって作成した「霞川および

多摩川上流圏域浸水予想区域図」によると、想定し得る最大規模の雨が降った場合、

『霞川流域の大門、今寺、藤橋、今井等の一部の地区では、１．０～２．０ｍの浸

水となるおそれがある。』とされている。

なお、平成２８年８月２２日の台風９号による大雨では、今井３丁目において床

上浸水等の重大な被害が出たほか、藤橋２丁目、今井１丁目、今井２丁目において

も冠水被害等があった。

このため、今後、浸水が予測される場所については、浸水想定区域周辺住民の迅

速な避難体制の整備に努める。

(4) 防災知識の普及

第１１支会地区防災対策委員会は、「自分たちの町は自分たちの手で守る」という意

識を啓発するために、次により防災知識の普及を行う。

ア 普及事項

(ア) 第１１支会地区防災対策委員会組織および防災計画に関すること。

(イ) 地震、火災、土砂災害および水害等についての知識に関すること。

指定地区
土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

急傾斜地 土 石 流 急傾斜地 土 石 流

今井１丁目 ５ ７ ５ ５

藤橋１丁目 １ １ １ １

計 ６ ８ ６ ６
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(ウ) 各家庭における防災上の留意事項に関すること。

(エ) その他防災に関すること。

イ 普及方法

(ア) パンフレット等の配布

(イ) 座談会および講演会等の開催

２ 避難行動要支援者支援制度の推進

青梅市では、平成２３年の東日本大震災を踏まえて改正された災害対策基本法にもと

づき、平成２７年度から、避難行動要支援者名簿を活用した実効性のある避難支援を進

めるため、関係要綱等の整備を行うとともに、平常時から名簿の提供にむけて準備を進

めている。

このため、第１１支会地区防災対策委員会においてもこの支援制度の理解と名簿情報

の受領、保管、活用および管理について検討を行っていく。

参考 第１１支会地区状況（令和６年１１月１６日現在）

対象者 １，０９４人（うち同意者 ８１０人、その他 ２８４人）

３ 災害対策用物資の備蓄

(1) 青梅市防災倉庫（今井・藤橋地区）に備蓄する資機材は「第５部資料の別表第６」

のとおりとする。

(2) 第１１支会地区防災対策委員会は、災害発生時の応急活動が適正に行えるよう、防

災資材の整備を図るものとする。

－６－



第３部 震災応急対策計画

１ 応急活動体制

(1) 第１１支会地区災害対策本部

ア 本部の設置

青梅市で「震度５弱」以上の地震が観測された場合、または東海地震に関する「警

戒宣言」が発せられた場合には、今井市民センター内に「第１１支会地区災害対策

本部」を設置する。

本部を設置した場合には、青梅市災害対策本部（市役所）にその旨を連絡する。

地震に関する本部の設置については、原則として連絡を待つことなく自主的に市

民センターに参集する。

イ 本部の組織

本部は、次の者をもって構成する。

自治会連合会第１１支会正副支会長、消防団第３分団正副分団長、交通安全協会

第１５支部長、まとい会霞東支部長、女性防火・防災の会第１１支部長、防災士の

代表者、民生児童委員の代表者、今井市民センター職員、その他状況に応じて必要

な要員

ウ 本部の活動

本部は、第１１支会地区内の被害状況等の収集に努めるとともに、必要に応じて

避難所の開設を行う。

また、青梅市災害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて本部に人的派遣

要請および食糧等の物資の要請等を行う。

エ 本部の廃止

地震による災害発生のおそれがなくなった場合、または、発生した災害・応急対

策がおおむね終了したと認められる場合は本部を廃止する。

本部を廃止した場合には、青梅市災害対策本部にその旨を連絡する。

(2) 自治会本部

ア 自治会本部の設置

青梅市で「震度５強」以上の地震が観測された場合には、各自治会館内に「自治

会本部」を設置する。

本部を設置した場合には、第１１支会地区自主防災対策本部（今井市民センター）

へその旨を連絡する。

－７－



イ 自治会本部の組織

本部は、次の者をもって構成する。

正副自治会長、自治会役員、まとい会会員、交通安全協会第１５支部指導員、そ

の他必要とする者をもって構成する。

ウ 自治会本部の活動

自治会本部は、自治会内の被害状況の収集に努めるとともに、第１１支会地区災

害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて食糧等の支援の要請を行う。

エ 自治会本部の廃止

地震による災害発生のおそれがなくなった場合、または、発生した災害・応急対

策がおおむね終了したと認められる場合は本部を廃止する。

本部を廃止した場合には、第１１支会災害対策本部へその旨を連絡する。

(3) 情報連絡体制

第１１支会地区防災対策委員会は、有線電話、携帯電話、第１１支会地区防災用無

線、青梅市防災行政無線（移動系）を活用して被害等の情報収集に努める。

また、必要に応じて消防団無線の活用およびアマチュア無線協会に協力を要請する。

２ 避難計画

(1) 避難所等の開設場所

震災時の避難所および避難場所は、青梅市地域防災計画で定められているが、

第１１支会地区の指定場所は、次のとおりである。

※ 避難所とは、災害により、住宅を失ったり、インフラ停止により生活が困難に

なった被災者が一定の期間避難生活をするための場所。

※ 避難場所とは、地震時に発生する延焼火災やその他の危険から避難者の生命を

保護し地域の災害情報交換や安全を確認するための場所。

※ 二次避難所とは、高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等避難所生活に

おいて何らかの特別な配慮を必要とする者で、介護保険施設や医療機関等に入

所・入院するに至らない程度の在宅の要援護者を対象にした避難所。

※ 避難所等への移動手段は、原則徒歩とするが、状況により徒歩によりがたい場

合は、その限りではない。

避難場所等 所 在 電 話 番 号 備 考

市立藤橋小学校 藤橋３－１３－１ ３１－２２９５ 避難所

今井市民センター 今井２－９０８－１ ３１－８６００

市立今井小学校 今井２－９４７－１ ３１－２２２５ 避難所

自立センター 今井５－２４３４－２ ３２－１６３１ ２次避難所
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(2) 避難所の運営

自治会、自主防災組織等を中心とした自主的な避難所運営を図るためには、避難所

の管理・運営についてのルール等を平常時から決めておくことが大切であることを踏

まえ、市が作成した避難所運営マニュアルガイドラインにもとづき、避難所ごとの運

営マニュアルの作成を推進する。

なお、避難所の運営においては、男女共同参画の観点から、男女のニーズの違い等、

男女双方の視点等に配慮し、プライバシーの確保に努める。
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第４部 風水害等応急対策計画

１ 応急活動体制

(1) 第１１支会地区災害対策本部

ア 本部の設置

次の場合に、今井市民センター内に「第１１支会地区災害対策本部」を設置する。

(ア) 台風が接近して第１１支会地区において大きな被害が発生することが予想さ

れる場合

(イ) 青梅市に「土砂災害警戒情報」が発表された場合

(ウ) 霞川が「はん濫危険水位」に達した場合

(エ) 青梅市役所の雨量計で最大１時間降水量が５０ミリを超えた場合または２４

時間降水量が３００ミリを超えた場合

(オ) その他、第１１支会地区防災対策委員会会長が必要と判断した場合

(カ) 本部構成員への連絡は市民センターで行う。

イ 本部の組織

本部は、次の者をもって構成する。

自治会連合会第１１支会正副支会長、消防団第３分団正副分団長、交通安全協会

第１５支部長、まとい会霞東支部長、女性防火・防災の会第１１支部長、防災士の

代表者、民生児童委員の代表者、今井市民センター職員、その他状況に応じて必要

な要員

ウ 本部の活動

本部は、第１１支会地区内の被害状況等の収集に努めるとともに、必要に応じて

避難所の開設を行う。

また、青梅市災害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて本部に人的派遣

要請および食糧等の物資の要請等を行う。

エ 本部の廃止

風水害による災害発生のおそれがなくなった場合、または、発生した災害・応急

対策がおおむね終了したと認められる場合は本部を廃止する。

本部を廃止した場合には、青梅市災害対策本部にその旨を連絡する。

(2) 自治会本部

ア 自治会本部の設置

風水害により自治会管内で大きな被害が発生した場合、および発生するおそれが

ある場合は自治会館等に「自治会本部」を設置する。
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本部を設置した場合には、第１１支会地区自主防災対策本部（今井市民センター）

へその旨を連絡する。

イ 自治会本部の組織

本部は、次の者をもって構成する。

正副自治会長、自治会役員、まとい会会員、交通安全協会第１５支部指導員、そ

の他必要とする者をもって構成する。

ウ 自治会本部の活動

自治会本部は、自治会内の被害状況の収集に努めるとともに、第１１支会地区災

害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて食糧等の支援の要請を行う。

エ 自治会本部の廃止

風水害による災害発生のおそれがなくなった場合、または、発生した災害・応急

対策がおおむね終了したと認められる場合は本部を廃止する。

本部を廃止した場合には、第１１支会災害対策本部へその旨を連絡する。

２ 避難計画

(1) 避難情報

災害による被害が発生することが予想される場合、市長は「高齢者等避難」、「避難

指示」または「緊急安全確保」を発令する。

「自らの身を守る」ため、早めに避難することが重要である。

ア 高齢者等避難

災害対策基本法にもとづき、避難に時間を要する高齢者等の要配慮者が安全に避

難できるタイミング等の早めの避難を促すための情報提供などを行い、避難に時間

を要する高齢者等の避難を促すために発令される。

イ 避難指示

災害対策基本法にもとづき、人の生命または身体を災害から保護し、その他災害

を防止するために特に必要がある場合に、必要と認める地域の必要と認める居住者

等に対し発令される。

ウ 緊急安全確保

災害対策基本法にもとづき、災害が発生し、またはまさに発生しようとしている

場合において、避難場所等への立退き避難がかえって危険な恐れがある場合に、必

要と認める地域の必要と認める居住者等に対し発令される。
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(2) 避難基準

大雨警報が発令され、河川の氾濫等により人命に危険な状況が予測される場合、避

難を行う。

土砂災害については、原則、気象庁と東京都が合同で発表する「土砂災害警戒情報」

が発表され、最大１時間降水量が５０ミリまたは２４時間降水量が３００ミリを超え

た場合、「土砂災害特別警戒区域」に指定されている区域の居住者は自主的に避難する。

また、土砂災害の前兆現象（斜面に亀裂、小石が斜面からぱらぱら落ちるなど）等

に気づいた場合、直ちに安全な場所に自主的に避難を行う。

(3) 避難所（避難場所）の開設場所

ア 高齢者等避難の発令に伴う自主避難者の受入れ

高齢者等避難が発令された際には、自主避難者の受入れのために「自主避難者受

入れ所」を開設することとし、自主避難者受入れ所は今井市民センターとする。

イ 風水害時の避難所・避難場所・一時集合場所

(ア) 風水害時の一時集合場所は、原則として地元自治会館とする。

(イ) 地元自治会館が土砂災害等により被害を受ける恐れがある場合には、他の隣

接する自治会館とする。

(ウ) 自治会館等で避難者を収容できない場合には、市の風水害時避難場所である

市立藤橋小学校、今井市民センターを開設する。

(エ) 自治会館が警戒区域等に含まれる場合は代替え施設を検討する。また、警戒

区域（イエローゾーン）内でも鉄筋コンクリート造であれば利用について、２

階等の上層階を利用可とする。

(オ) 土砂災害の危険がある場合には、山側と反対の部屋に避難する。

(カ) 第１１支会地区管内の避難所、避難場所、一時集合場所は、「第５部資料の別

表第５」のとおり。

(ケ) 避難所等への移動手段は、原則徒歩とするが、状況により徒歩によりがたい

場合は、その限りではない。

(4) 避難所の運営

風水害時の避難は、浸水被害や土砂災害等が発生する前に避難を行う必要がある。

このため、地域の住民に避難所や避難方法などについて、日ごろから周知に努める。

また、避難所の運営は、自治会役員、地元の各種団体等が連携して行う。

(5) 車両の退避場所

今井３丁目、藤橋３丁目およびその周辺の住民は、大雨が予想され車両の退避が必

要な場合は、今井３丁目自治会館横の市有地または今井３－１０－９にある商業施設

（フォレオ青梅今井）の屋上駐車場も利用可能とする。
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付 則

（施行期日等）

１ この計画は令和７年１月２３日から施行し、令和７年４月１日から適用する。

２ 平成２９年６月２２日施行の第１１支会地区防災計画は、廃止する。
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第５部 資料

別表第１

第１１支会地区防災対策委員会本部員

別表第２

第１１支会地区関係機関・団体等連絡先

団 体 名 氏 名 住 所 電話番号

自治会第１１支会長

自治会第１１支会副支会長

自治会第１１支会副支会長

自治会第１１支会副支会長

消防団第３分団分団長

消防団第３分団副分団長

交通安全協会第１５支部長

まとい会霞東支部長

女性防火防災の会第１１支部長

防災士の代表（藤橋地区）

防災士の代表（今井地区）

民生委員・児童委員代表（藤橋地区）

民生委員・児童委員代表（今井地区）

今井市民センター所長

今井市民センター職員

今井市民センター職員

今井市民センター職員

機 関・団 体 代 表 者 住 所 電 話 番 号

今井市民センター

藤橋小学校

今井小学校

第三中学校

新町中学校

今井駐在所

藤橋郵便局
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別表第３

第１１支会地区防災組織図

【本 部】

本 部 長（第１１支会長）

副本部長（第１１支会副支会長（総務））

本部役員（第１１支会副支会長（事業））

〃 （第１１支会副支会長（会計））

〃 （消防団第３分団分団長）

〃 （消防団第３分団副分団長）

〃 （交通安全協会第１５支部長）

〃 （まとい会霞東支部長）

〃 （女性防火防災の会第１１支部長）

〃 （防災士の代表）

〃 （民生・児童委員、主任児童委員の代表）

本 部 員（今井市民センター職員他）

消防団第３分団

分団長

副分団長

事務主任

今井駐在所

【ブロック、支部】

●藤橋ブロック （支部）藤橋上組、藤橋中、藤橋宮本、

藤橋西側、藤橋第一、藤橋第二

●今井ブロック （支部）今井西、今井中、今井柳田、今井城の腰、

今井原今井、今井堀之内、七日市場第一

七日市場第二、今井五丁目、

今井三丁目第一、今井３丁目第２

今井鍛冶屋地区（自治会休止中）

【住 民】
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別表第４

平常時および災害時における防災組織の任務分担

区 分 平 常 時 災 害 時

本 部

１ 規約、防災計画の作成

２ 年間活動計画、予算の作成

３ 委員会、役員会の開催

４ 避難場所、危険個所の把握

５ 総合防災訓練の立案

６ 防災資器材等の整備

１ 災害対策本部の設置

２ 災害情報の収集および住民への伝達

３ 被害状況の把握および報告

４ 各支部への指示

５ 市等への各種要請

６ 資器材、応急食糧等の調達

支 部 長

１ 支部の代表

２ 支部防災活動を総括

３ 避難行動要支援者の把握

１ 本部との連絡調整

２ 支部の状況把握および本部への報告

３ 各部長に指揮・命令等の伝達

副支部長

１ 支部長の補佐

２ 支部長に事故等あるときは職

務を代行

１ 支部長の補佐

２ 支部長に事故等あるときは職務を代

行

広 報 部

１ 防災意識の普及・高揚

２ 他機関との連絡・調整

３ 情報連絡訓練の計画・実施

１ 出火防止・混乱回避等の広報活動

２ 被害状況の収集および本部への報告

３ 避難指示等重要情報の広報

防 火 部

１ 出火防止の徹底および地域の

安全点検

２ 必要な資機材の整備・点検

３ 初期消火訓練の計画・実施

１ 初期消火活動

２ 消防団等の消火活動への協力

３ 住民への消火活動の協力呼びかけ

予 防 部

１ 地域の安全点検

２ 避難路および一時集合場所の

選定

３ 避難訓練の計画・実施

１ 高齢者や障害者の安全確認

２ 安全な避難誘導

３ 応急食糧および救援物資配布の協力

救 護 部 １ 救出救護訓練の計画・実施

１ 負傷者等の救出および救護所への搬

送

２ 負傷者の応急手当への協力

３ 救護所の設置・開設への協力

調 達 部 １ 必要資機材の備蓄・保守点検

１ 資機材の調達

２ 応急食糧・救援物資の調達

３ 炊き出しの実施
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別表第５

第１１支会地区の避難所、避難場所、一時集合場所一覧

※今井小学校は、水害時の避難場所・避難所にはならない。

● 避難所

災害により、住宅を失ったり、インフラ停止により生活が困難になった被災者が、一

定の期間避難生活を送る場所。なお、併設のグラウンドは避難場所となる。

また、「自立センター」は、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児病弱者等避難生活におい

て何らかの特別な配慮をする者で、介護保険施設や医療機関等に入所・入院に至らない

程度の在宅の要援護者を対象に、介護等の必要なサービスを提供出来る「二次避難所」

にも、指定されている。

◎ 避難場所

災害発生時に、一時的に避難をして、避難者の生命を保護し、地域の災害情報交換や

安全を確認するための場所。

○ 一時集合場所

災害発生時もしくは災害発生の恐れがある場合に、避難場所に至る前に避難者が一時

的に集合して集団を形成し、秩序正しい避難体制を整える場所。

支 部 避難所 避難場所 一時集合場所

藤橋上組 今井市民センター、（今井小学校） 杣保葛会館

藤橋中 今井市民センター、（今井小学校） 杣保葛会館

藤橋宮本 今井市民センター、（今井小学校） 杣保葛会館

藤橋西側 今井市民センター、（今井小学校） 杣保葛会館

藤橋第一 今井市民センター、（今井小学校） 八雲会館

藤橋第二 藤橋小学校 八雲会館

今井西
（今井小学校）

今井市民センター、（今井小学校） 今井西組稲荷会館

今井中組 今井市民センター、（今井小学校） 中組公会堂

今井柳田 今井市民センター、（今井小学校） 今井柳田自治会館

今井城の腰
藤橋小学校

今井市民センター、（今井小学校） 城の腰自治会館

今井原今井 今井市民センター、（今井小学校） 原今井会館

今井堀之内 今井市民センター、（今井小学校） 堀之内自治会館

七日市場第一 今井市民センター、（今井小学校） 七日市場公会堂

七日市場第二 今井市民センター、（今井小学校） 七日市場公会堂

今井五丁目 自立センター 今井五丁目自治会館

今井三丁目第一 藤橋小学校 今井３丁目会館

今井３丁目第２ 藤橋小学校 今井３丁目会館

今井鍛冶屋地区 今井市民センター、（今井小学校） 鍛冶屋公会堂
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別表第６

救助用物資・応急対策資材等の備蓄品一覧

（令和６年１月現在）

１ 備蓄食料・物資

No. 品 名
数 量

今井市民センター 今井小学校 藤橋小学校

１ ビスケット類 ９５０食 １,５００食 ７５０食

２ 米粉クッキー ４８食 ４８食 ４８食

３ アルファ化米（白米）（市） １，８５０食 － －

４
アルファ化米（味付ご飯）

（市）
９５０食 － －

５ 白米（都） － ３００食 －

６ 五目ごはん（都） － ２，５００食 －

７ しろかゆ（都） － ２，５００食 －

８ 飲料水（４９０ｍｌ） － ６４８本 ４５６本

９ 応急給水栓（黄） － １基 １基

１０
応急給水栓（青）

※消火栓用
１基 １基 １基

１１ 発電機 １基 － －

１２
蓄電池

※ソーラー発電機能付
１基 － －

１３ 簡易トイレ － ４基 ４基

１４ 目隠しテント １張 ４張 ４張

１５ トイレ（便袋） ５，５００枚 ８，２００枚 １，０００枚

１６ トイレットぺーパー １００個 ９９９個 －

１７
折り畳み式ポリタンク

（２０Ｌ）
３０個 １８０個 －

１８ 毛布（市） ３２０枚 － －

１９ 毛布（都） － ５００枚 －

２０ カーペット（市） ５０枚 ２００枚 －
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２１ カーペット（都） － ２５５枚 －

２２
テント

（ロータリークラブ）
－ １張 １張

２３
日赤配備テント

（２間ｘ３間）
１張 － －

２４ 炊き出し窯（日赤） １台 － －

２５ カイロ － 〇 －

２６ 投光器 1 台 － －

２７ スプーン － １２，０００本 －

２８ オムツ（大人／Ｍ・Ｌ） ３０２枚 － －

２９ オムツ（Ｓ） ８２枚 － －

３０ オムツ（Ｍ） ６４枚 － －

３１ オムツ（L) ５４枚 － －

３２ オムツ（Big） ４２枚 － －

３３ 生理用品 ７８０枚 － －

３４ マスク（不織布） － ２８，８００枚 －

３５ マスク（サージカル） － ２，８００枚 －

３６ 応急危険度判定資機材 〇 － －

３７
レスキュースリム

（防災工具セット）
２セット － －

３８

避難（場）所開設準備ボ

ックス

※事務用品・消耗品

〇 〇 〇

３９
【感染症対策】

対策ボックス
〇 〇 〇

４０
【感染症対策】

マスク

１箱 大 29P×50 枚

小 5P×50 枚

１箱 大 29P×50 枚

小 5P×50 枚

１箱 大 29P×50 枚

小 5P×50 枚

４１
【感染症対策】

ペーパータオル

１箱

（35P×200 枚）

１箱

（35P×200 枚）

１箱

（35P×200 枚）

４２
【感染症対策】

足踏みスタンド
１台 １台 １台

－１９－



※「〇」は配備されていることを示す。

４３
【感染症対策】

アルコール除菌液（18L）
１缶 － －

４４ シートマット（2m×1m） ４０枚 ２０枚 ２０枚

４５
パーテーション

(テント/2m×2m）
２１張 ９張 ９張

４６
パーテーション

(段ボール/160×112 ㎝）
７０枚 ７０枚 ７０枚

４７ 段ボールベッド １０台 １０台 １０台

４８ ウエットティッシュ ４箱 ４箱 ３箱

４９ 浄水器 ２台 ２台 ２台

５０
可溶性水酸化カルシウム剤

※除菌・消臭用
２個 ２個 ２個

５１ 特設公衆電話 － ５台 ５台

５２ パタット担架 １枚 － －

５３ 救急セット １式 － －

５４ 救出・救助資機材 １式 － －

５５ マウンテンバイク １台 － －

５６ 脚立 １脚 － －

５７ 畳 － ４枚 －

５８ メガホン １台 １台 １台

５９ 送風機 １台 １台 １台

６０
フェイスタオル（日赤）

(個別包装・600 枚／箱）
１箱 － －

６１

外部給電機

（パワームーバ）

※電気自動車からの給電

１台 － －

－２０－



２ 水防関係

No. 品 名
数 量

今井市民センター 今井小学校 藤橋小学校

１ 土嚢袋 ２，０００袋 － －

２ パイル（留杭） ３００本 － －

３ ブルーシート １００枚 － －

４ スコップ １０本 － －

５ つるはし １０本 － －

６ 掛矢 ５本 － －

７ ジョレン １０本 － －

－２１－



別表第７

青梅市第１１支会地区防災対策委員会 規約

（名称および組織）

第１条 本会は青梅市第１１支会地区防災対策委員会（以下「本会」）と称し青梅市自治

会連合会第１１支会（以下「支会」）管内を区域とし区域内自治会長および区域内各種

団体代表者をもって組織する。

（事務所）

第２条 本会の事務所は青梅市今井市民センター内に置く。

（目的）

第３条 本会は災害時における地域防災体制を整備するとともに地域住民の防災意識の

高揚を図ることを目的とする。

（事業）

第４条 本会は前条の目的を達成するため次の事業を行う。

(1) 地域内における総合的な防災計画を作成すること。

(2) 災害時に第１１支会地区防災対策本部を設置すること。

(3) 地域住民を対象とした防災訓練および防災意識普及運動を行うこと。

(4) その他目的達成に必要な事業

（会議）

第５条 本会の会議は会長が召集し毎年１回以上開催する。

２ 会議の議長は会長が行い議事は出席者の過半数で決し可否同数の時は議長の決すると

ころによる。

（役員）

第６条 本会に次の役員を置く。

(1) 会長 １人

(2) 副会長 若干名

(3) 会計 １人

(4) 会計監事 ２人

（役員の選任）

第７条 会長は支会長がこれに当たる。

２ 副会長は副支会長および地域防災関係団体代表者のうち会長から指名された者がこれ

に当たる。

３ 会計は支会の会計が、会計監事は支会の会計監事がこれに当たる。

（規約の改正）

第８条 この規約の改正は会議において出席者の３分の２以上の同意を必要とする。

－２２－



（会計）

第９条 本会の経費は補助金、助成金、その他をもってこれに当てる。

２ 本会の会計年度は毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとする。

（その他）

第１０条 この規約の施行に関し必要な事項は会長が定める。

付則

この規約は、平成８年６月１３日から施行する。

－２３－


